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平成20年12月１日より，「一般社団法人

及び一般財団法人に関する法律（以下，一

般社団・財団法人法）」「公益社団法人及び

公益財団法人の認定等に関する法律（以下，

公益認定法）」「一般社団法人及び一般財団

法人に関する法律及び公益社団法人及び公

益財団法人の認定等に関する法律の整備等

に関する法律（以下，整備法）」が施行さ

れる。これらの３つの法律は，公益法人制

度改革関連３法と呼ばれる。

従来の公益法人制度は，法人の設立と公

益性の判断が一体で行われ，主務官庁の設

立許可が必要であったが，新しい公益法人

制度はこれまでの取扱いを抜本的に改め

た。すなわち，法人格の取得と公益性の判

断を別個の手続きとし，法に定める要件を

満たせば登記のみで法人（一般社団法人又

は一般財団法人）を設立できることとし，

公益性の付与（公益社団法人又は公益財団

法人の認定）に係る判断については，民間

有識者による公益認定等委員会等の意見に

よって認定する制度が創設された。

一方で，従来制度における公益法人であ

る民法第34条の規定により設立される社団

法人又は財団法人の規定は廃止される。既

存の社団法人又は財団法人は特例民法法人

として存続し，法施行日から５年間の移行

期間内において新制度の法人へ移行するこ

とができる手続きが規定された。

このような法人制度の抜本的な改正を受

けて，平成20年度税制改正において税務上

の取扱いに関する所要の規定が設けられた

ところであるが，その内容は，公益法人制

度改革関連３法はもとより，その政令規則

までに及ぶ詳細な取扱いを踏まえている規

定が少なからず見受けられる。税務上の取
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扱いを理解するためには，新公益法人制度

についての理解がその前提に求められると

いっても過言ではなく，その意味において

も平成20年度税制改正は，公益法人税制に

関する例年にない大改正と言えるだろう。

したがって，実務上は法人別の課税関係

について改めて体系的な理解が求められる

ところであると考えられる。そこで本稿で

は，新公益法人制度に基づく法人である一

般社団法人又は一般財団法人，公益社団法

一般社団法人とは，一般社団・財団法人

法の定めにより設立される社団形態の法人

をいい，一般財団法人とは，同法の定めに

より設立される財団形態の法人をいう。

なお，後述する公益社団法人及び公益財

� 定　義

人又は公益財団法人と，既存の公益法人で

ある社団法人又は財団法人（特例民法法人）

に関し，法人別の税務上の取扱いに係る理

解を深めることを目的として，法人の単体

所得計算を前提にその主な課税上の取扱い

及び当該法人に対する寄附者の取扱いにつ

いての概要を解説する。

なお，文中の意見にわたる部分は，筆者

の私見であることを申し添える。

団法人が「公益認定を受けた一般社団法人

又は一般財団法人」と定義されているため，

一般社団法人及び一般財団法人とは，広義

には公益社団法人及び公益財団法人も含む

概念となるが，本稿において一般社団法人

又は一般財団法人と表記する場合には，公

益社団法人又は公益財団法人を含まないも

のとする。

� 法人区分

一般社団法人又は一般財団法人のうち

「非営利型法人」に該当するものは，公益

法人等として取り扱われる（法法２六・九

の二・別表二）。

この「非営利型法人」には，２つの類型

が定められている。「その行う事業により

利益を得ること又はその得た利益を分配す

ることを目的としない法人であって，その

１　総　則

� 法人税の取扱い

§１　一般社団法人及び一般財団法人の税務

一般社団法人又は一般財団法人は，非営

利型法人の要件に該当する場合にのみ公益

法人等として，それ以外の場合には普通法

人として取り扱われる。非営利型法人には

「非営利性徹底型」と「共益活動型」の2

種類が設けられており，新法施行後に法人

を設立する際には，その活動目的に照らし

てこれらの要件を検討して原始定款を作成

する必要があると思われる。また，設立後

における当該要件の該当又は非該当，公益

認定，合併による組織再編があった場合の

課税関係も注目される。

ポイント
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事業を運営するための組織が適正であるも

の」と，「その会員から受け入れる会費に

より当該会員に共通する利益を図るための

事業を行う法人であってその事業を運営す

るための組織が適正であるもの」である。

それぞれの類型が定める要件の趣旨に照ら

し，前者は「非営利性が徹底された法人」，

後者は「共益的活動を目的とする法人」と

呼ばれ，それぞれ一定の要件が定められて

いる。

これらの非営利型法人に該当しない一般

社団法人又は一般財団法人については，普

通法人として取り扱われる。

なお，本稿では，それぞれ「非営利型の

一般社団法人又は一般財団法人」「普通法

人型の一般社団法人又は一般財団法人」と

いう。

� 課税所得の範囲

①　非営利型の一般社団法人又は一般財団法人

各事業年度の所得の金額のうち収益事業

から生じた所得の金額に対して，各事業年

度の所得に対する法人税が課税される。ま

た，清算所得に対する法人税は課税されな

い（法法７）。

② 普通法人型の一般社団法人又は一般財団

法人

各事業年度の所得の金額について，各事

業年度の所得に対する法人税が課税され

る。また，解散した場合における清算所得

については，清算所得に対する法人税が課

税される（法法５）。

� 収益事業

収益事業とは，販売業，製造業その他の

政令で定める事業で，継続して事業場を設

けて行われるものをいい（法法２十三），

政令においては労働者派遣業が追加された

次の34業種が限定列挙されている（法令５

①）。
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１．物品販売業

２．不動産販売業

３．金銭貸付業

４．物品貸付業

５．不動産貸付業

６．製造業

７．通信業（放送業を含む）

８．運送業（運送取扱業を含む）

９．倉庫業

10．請負業

11．印刷業

12．出版業

13．写真業

14．席貸業

15．旅館業

16．料理店業その他の飲食店業

17．周旋業

18．代理業

19．仲立業

20．問屋業

21．鉱業

22．土石採取業

23．浴場業

24．理容業

25．美容業

26．興行業

27．遊技所業

28．遊覧所業

29．医療保健業

30．技芸教授業

31．駐車場業
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なお，これらの事業に該当する場合であ

っても，身体障害者福祉法に規定する身体

障害者その他一定の者がその事業に従事す

る者の総数の半数以上を占め，かつ，その

事業がこれらの者の生活の保護に寄与して

いるときその他一定の要件を満たすときに

は，当該事業は収益事業に該当しないもの

とされる（法令５②二・三）。

� 税　率

一般社団法人又は一般財団法人について

適用される各事業年度の所得に対する法人

税の税率は，非営利型法人に該当するかど

うかを問わず30％である。ただし，課税所

得のうち年800万円以下の金額については，

22％の軽減税率が適用される（法法66①②）。

また，普通法人型の一般社団法人又は一

般財団法人が解散した場合の清算所得に対

する法人税の税率は，27.1％である（法法

99）。

� 非営利性が徹底された法人

次の①から④に掲げる要件のすべてに該

当する一般社団法人又は一般財団法人をい

２　非営利型法人の類型

う。ただし，清算中に要件のすべてに該当

することとなったものは除かれる（法法２

九の二イ，法令３①）。

① その定款に剰余金の分配を行わない旨

の定めがあること（法令３①一）

一般社団法人は社員に，一般財団法人は

その設立者に，それぞれ剰余金の分配を受

ける権利を与える旨を定款で定めることは

できないとされるが（一般社団・財団法人

法11②，153③二），剰余金の分配という行

為自体については禁止されていない。この

点について，営利を目的としない法人の条

件として，剰余金の分配を行わない旨の定

款の定めが求められる。

② その定款に解散したときはその残余財

産が国若しくは地方公共団体，公益社団

法人又は公益財団法人，又は公益認定法

第５条第17号イからトまでに掲げる法人

に帰属する旨の定めがあること（法令３

①二）

解散による残余財産の帰属先は，公益社

団法人又は公益財団法人と同様であること

が求められる。なお，公益認定法第５条第

17号イからトまでに掲げる法人とは，次に

掲げる法人をいう（公益認定法５十七，公

益認定法令８）。

32．信用保証業

33．無体財産権提供業

34．労働者派遣業
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③ 上記①及び②の定款の定めに反する行

為（他の要件のすべてに該当していた期

間において，剰余金の分配又は残余財産

の分配若しくは引渡し以外の方法（合併

による資産の移転を含む）により特定の

個人又は団体に特別の利益を与えること

を含む）を行うことを決定し，又は行っ

たことがないこと（法令３①三）

特別の利益を与えることとは，次に掲げ

るような経済的利益の供与又は金銭その他

の資産の交付で社会通念上不相当なものを

いい，収益事業以外の事業において行われ

るものも含まれる（法基通１－１－８）。

なお，当該要件を欠くことによって普通

法人型の一般社団法人又は一般財団法人と

なった場合には，その該当することとなっ

た日の属する事業年度以後の事業年度にお

いて非営利型法人に該当することはないも

のとされる（法基通１－１－８）。

④ 各理事（清算人を含む）について，当

該理事及び当該理事の配偶者又は３親等

以内の親族その他の当該理事の特殊関係

者である理事の合計数の理事の総数のう

ちに占める割合が，３分の１以下である

こと（法令３①四）

事業運営組織の適正性について，理事に

係る親族等制限が求められる。なお，理事

の特殊関係者とは，次に掲げる者をいう

（法規２の２①）。
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この親族等制限に係る判定は，原則とし

てその時の現況によって行われるのである

が，理事が退任したことに基因して当該要

件に該当しなくなった場合において，その

該当しなくなったときから相当の期間内に

理事の変更を行う等により，再度要件に該

当していると認められるときには，継続し

て要件に該当しているものと取り扱って差

し支えないとする柔軟的な取扱いも示され

ている（法基通１－１－11）。

なお，職制上使用人としての地位のみを

有する者以外の者で，その一般社団法人又

は一般財団法人の経営に従事しているもの

については理事とみなして，この要件が求

められる（法令３③）。

� 共益的活動を目的とする法人

次の①から⑥に掲げる要件のすべてに該

当する一般社団法人又は一般財団法人をい

う。ただし，清算中に要件のすべてに該当

することとなったものは除かれる（法法２

九の二ロ，法令３②）。

① その会員の相互の支援，交流，連絡そ

の他の当該会員に共通する利益を図る活

動を行うことをその主たる目的としてい

ること（法令３②一）

一般社団法人又は一般財団法人の目的

は，定款の絶対的記載事項とされているが

（一般社団・財団法人法11①一・153①一），

この目的において共益的活動を行うことを

明確にすることが求められる。

② その定款に，その会員が会費として負

担すべき金銭の額の定め又は当該金銭の

額を社員総会若しくは評議員会の決議に

より定める旨の定めがあること（法令３

②二）

会員が負担すべき会費の決定について，

法人内部の適正な手続きに基づくことが求

められている。なお，この定めは，定款そ

のものに限らず，定款に基づく約款その他

これに準ずるものにおいて定めることもで

きる。

③ その主たる事業として収益事業を行っ

ていないこと（法令３②三・④）

共益的活動を主たる目的とすることの裏

返しの要件として，主たる事業が営利法人

との競合事業でないこと，すなわち，収益

事業でないことが求められる。

この判定は，原則としてその法人が主た

る事業として収益事業を行うことが常態と

なっていないかどうか，その法人の事業の

態様に応じて，収入金額や費用の金額など

の合理的指標を総合的に勘案し，この合理

的指標による収益事業以外の事業の割合が

おおむね50％を超えるかどうかによって行

われる。

なお，その法人の行う事業の内容に変更

が生じた場合など，収益事業の割合と収益

事業以外の事業の割合の比に大きな変動を

生ずる場合を除いて，いわゆる前期実績に

より判定することが認められている。すな

わち，その事業年度の前事業年度における

合理的指標による収益事業以外の事業の割

合がおおむね50％を超えるときには，その

法人はその事業年度の開始の日において主

たる事業として収益事業を行っていないと

判定して差し支えない（法基通１－１－10）。

ただし，この前期実績による判定方法は，

あくまでも収益事業を行っていないと判定

するための簡便的な取扱いであり，当該割
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合がおおむね50％を超えないことだけをも

って直ちに当該要件に抵触すると判定され

るものではない。

④ その定款に特定の個人又は団体に剰余

金の分配を受ける権利を与える旨の定め

がないこと（法令３②四）

共益的活動とは会員に共通する利益を図

る活動を指すことから，定款において特定

者に剰余金の分配を受ける権利をあらかじ

め付与することについては制限される。

⑤ その定款に解散したときはその残余財

産が特定の個人又は団体（国若しくは地

方公共団体，公益社団法人又は公益財団

法人，公益認定法第５条第17号イからト

までに掲げる法人又はその目的と類似の

目的を有する他の一般社団法人若しくは

一般財団法人を除く）に帰属する旨の定

めがないこと（法令３②五）

上記④と同様の趣旨により，特定者への

権利付与は制限されている（公益認定法５

十七イからトまでに掲げる法人は，上記�

②参照）。

⑥ 上記①から⑤及び次の⑦に掲げる要件

のすべてに該当していた期間において，

特定の個人又は団体に剰余金の分配その

他の方法（合併による資産の移転を含む）

により特別の利益を与えることを決定し，

又は与えたことがないこと（法令３②六）

特別の利益を与えることの取扱いは，上

記�③と同様である。

⑦ 各理事（清算人を含む）について，当

該理事及び当該理事の配偶者又は３親等

以内の親族その他の当該理事の特殊関係

者である理事の合計数の理事の総数のう

ちに占める割合が，３分の１以下である

こと（法令３②七）

事業運営組織の適正性について，理事に

係る親族等制限が求められる。理事の特殊

関係者，職制上使用人としての地位のみを

有する者以外の者でその一般社団法人又は

一般財団法人の経営に従事しているものに

ついて理事とみなされる者の取扱いは，上

記�④と同様である。

� みなし事業年度

非営利型の一般社団法人又は一般財団法

人が新たに収益事業を開始した場合には，

その開始した日以降については，各事業年

度の所得に対する法人税の納税義務が新た

に生じることとなる。このような課税関係

の変化に対応させるため，「新たに収益事

業を開始した日から同日の属する事業年度

終了の日までの期間」が事業年度とみなさ

れる（法法14二十一）。

� 届出・申請等

①　収益事業開始の届出

非営利型の一般社団法人又は一般財団法

人が新たに収益事業を開始した場合には，

収益事業を開始した日以後２月以内に，納

税地，事業の目的その他一定の事項を記載

した届出書（収益事業開始届出書）に，次

に掲げる書類を添付し，納税地の所轄税務

署長に提出しなければならない（法法150

①，法規65①）。

・収益事業開始時の収益事業に係る貸借対

照表

・定款の写し

・登記事項証明書

３　非営利型の一般社団法人又は一般財

団法人が新たに収益事業を開始した場

合
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・収益事業の概要を記載した書類

②　その他の主な申請・届出

上記①のほか，収益事業の開始に伴って

行われる主な申請及び届出については，そ

れぞれ次のように取り扱われる。

イ　青色申告の承認の申請

青色申告の承認申請は，原則としてその

承認を受けようとする事業年度開始の日の

前日までに申請書を納税地の所轄税務署長

に提出しなければならないが，収益事業開

始事業年度及びその翌事業年度に関して

は，提出期限について次のとおり定められ

ている（法法122①②二四）。

e 収益事業開始事業年度

新たに収益事業を開始した日以後３月を

経過した日と当該事業年度終了の日のいず

れか早い日が提出期限となる。

" 収益事業開始事業年度の翌事業年度

新たに収益事業を開始した日から事業年

度終了の日までの期間が３月に満たない場

合における当該事業年度の翌事業年度につ

いては，収益事業を開始した日以後３月を

経過した日と当該翌事業年度終了の日との

うちいずれか早い日が提出期限となる。

ロ　棚卸資産の評価方法の選定

新たに収益事業を開始した場合における

棚卸資産の評価方法の選定の届出の期限は，

新たに収益事業を開始した日の属する事業

年度の確定申告書の提出期限までである

（法令29②二）。当該選定をしなかった場合

には，法定評価方法（最終仕入原価法によ

る原価法）により評価される（法法29①，

法令31①）。

ハ　減価償却資産の償却方法の選定

その有する減価償却資産について，選定

することができる償却方法が２以上ある場

合には，いずれかの方法を選定して，納税

地の所轄税務署長に届け出なければならな

いが，新たに収益事業を開始した場合にお

ける減価償却資産の償却方法の選定の届出

の期限は，新たに収益事業を開始した日の

属する事業年度の確定申告書の提出期限ま

でである（法令51②二）。

当該選定をしなかった場合には法定償却

方法によるものとされるが，平成19年４月

１日以降に取得する減価償却資産について

の法定償却方法は次のとおりである（法法

31①，法令53①）。

非営利型の一般社団法人又は一般財団法

人は，法人区分は公益法人等であるが，み

なし寄附金制度の適用対象法人となる公益

法人等からは除外されている（法法37④

⑤）。すなわち，非営利型の一般社団法人

又は一般財団法人が，収益事業に属する資

産のうちから収益事業以外の事業に支出し

た金額があった場合でも，同一法人間の会

計間振替にすぎないものとして，課税所得

の計算への影響は生じない。

� 普通法人型の一般社団法人又は一般財

団法人

原則として各事業年度終了の日の翌日か

ら２月以内に，納税地の所轄税務署長に対

し，確定した決算に基づき確定申告書を提

５　申 告 等

４　みなし寄附金の適用除外
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出し，納付税額があるときは当該申告書の

提出期限までに国に納付しなければならな

い（法法74・77）。

また，その事業年度が６月を超える場合

には，原則として当該事業年度開始の日以

後６月を経過した日から２月以内に，税務

署長に対し中間申告書を提出し，納付税額

があるときは当該申告書の提出期限までに

国に納付しなければならない（法法71・76）。

� 非営利型の一般社団法人又は一般財団

法人

①　収益事業を行う場合

確定申告の義務については上記�と同様

であるが，普通法人でないため中間申告に

ついての規定は適用されない。

②　収益事業を行わない場合

確定申告の義務はないが，事業年度の収

入金額の合計額が8,000万円を超えるとき

は，原則として当該事業年度終了の日の翌

日から４月以内に，その事業年度の損益計

算書を，主たる事務所の所在地の所轄税務

署長に提出しなければならない。8,000万円

を超えるかどうかの判定は，資産の売却に

よる収入で臨時的なものは除いて行うこと

とされる。また，その事業年度が１年未満

である場合には，8,000万円にその事業年度

の月数を乗じてこれを12で除して計算した

額を基準として判定を行う。この場合の月

数は暦に従って計算し，１月未満の端数は

１月とする（措法68の６，措令39の37②③）。

提出すべき損益計算書は，その法人の行

う活動の内容に応じおおむね次に掲げる科

目に従って作成したものとし，法人の名称

及び主たる事務所の所在地，代表者の氏名，

当該事業年度の開始及び終了の日及びその

他参考となるべき事項の記載が求められる

（措規22の22①・別表十）。

ところで，一般社団法人又は一般財団法

人は，各事業年度に係る計算書類（貸借対

照表及び損益計算書）を作成することが義

務付けられている（一般社団・財団法人法

123②・199）。この作成する損益計算書に

おいて，事業収入が事業の種類ごとに区分

されているもの又は事業収入の明細書が添

付されている場合には，当該損益計算書を

もって提出すべき損益計算書に代えること

ができる（措規22の22②）。

� 概　要

一般社団法人又は一般財団法人は，非営

利型法人に係る要件の当否又は公益認定に

より，法人格の同一性を維持したまま，次

６　法人区分に変更が生じた場合等
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の４パターンの法人区分の変更を行うこと

が考えられる（なお，公益認定の取消しに

よって一般社団法人又は一般財団法人に該

当する場合については，§２�５を参照）。

� パターン１：普通法人型→非営利型

普通法人型の一般社団法人又は一般財団

法人が非営利型法人の要件を満たすことと

なった場合には，法人税法上の法人区分は，

普通法人から公益法人等へ変更となる。こ

の場合の取扱いは，次のとおりである。

①　みなし事業年度

「その事業年度開始の日から非営利型法

人の要件のすべてに該当することとなった

日の前日までの期間」及び「非営利型法人

の要件のすべてに該当することとなった日

からその事業年度終了の日までの期間」が，

それぞれ事業年度とみなされる（法法14二

十二，法基通１－２－６�ロ）。

各事業年度の所得に対する法人税の計算

単位である「事業年度」は，法人の財産及

び損益の計算の単位となる期間で，法令で

定めるもの又は法人の定款に定めるものを

いうものとされる（法法13①）。非営利型

法人は法人税法上の概念であって，法人の

根拠法である一般社団・財団法人法におけ

る概念ではないから，非営利型法人に係る

要件を満たすかどうかは法人の事業年度に

なんら影響を及ぼすものではない。しかし，

普通法人と公益法人等では前述のとおり各

事業年度の所得に対する法人税の課税所得

の範囲が異なるため，これらの期間が事業

年度とみなされてそれぞれに応じた課税所

得の計算が行われる。

②　課税所得計算上の取扱い

各事業年度の所得に対する法人税は，普

通法人に対しては全ての所得について，公

益法人等に対しては収益事業から生じた所

得に対して課税される。したがって，普通

法人から公益法人等への法人区分の変更は，

課税所得の範囲を縮小させることとなる。

そこで，課税所得の計算にあたっては一

定の規定について，普通法人であった事業

年度において生じた課税の繰延べ等の課税

関係について清算を行うことにより，公益

法人等となる事業年度以降に影響を及ぼさ

ないようにする措置が設けられた。具体的

には，その非営利型法人に該当することと

なった日の前日において法人が解散し，そ

の該当することとなった日に法人が設立さ

れたものとみなして，次の規定が適用され

る（このほか租税特別措置法における一定

の規定についても所要の措置が設けられて

いる）。

イ 非営利型法人に該当することとなった

日の前日にその法人が解散したものとみ

なして適用される規定（法法10の３①，

法令14の11①）
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ロ 非営利型法人に該当することとなった

日にその公益法人等が設立されたものと

みなして適用される規定（法法10の３②，

法令14の11②）

③　届　出

普通法人から非営利型法人に法人区分が

変更されたことについて，異動届出書を速

やかに提出することが求められる。

� パターン２：普通法人型→公益社団法

人・公益財団法人

普通法人型の一般社団法人又は一般財団

法人が公益認定を受けて公益社団法人又は

公益財団法人となった場合には，上記�と

同様，法人税法上の法人区分は普通法人か
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ら公益法人等へ変更となる。この場合の取

扱いは，次のとおりである。

①　みなし事業年度

「その事業年度開始の日から行政庁の認

定を受けた日の前日までの期間」及び「行

政庁の認定を受けた日からその事業年度終

了の日までの期間」が，それぞれ事業年度

とみなされる（法法14二十二，法基通１－

２－６�イ）。

（計算書類等の作成についての規定は下

記�①と同様であることから，通常の事業

年度とも一致すると考えられる。）

②　課税所得計算上の取扱い

上記�②の取扱いと同様である。

③　届　出

一般社団法人又は一般財団法人が公益認

定を受けて公益社団法人又は公益財団法人

となった場合には，その名称中の一般社団

法人又は一般財団法人の文字をそれぞれ公

益社団法人又は公益財団法人と変更する定

款の変更をしたものとみなされる（公益認

定法９）。当該名称の変更，及び普通法人

から公益認定法人への法人区分の変更につ

いて，異動届出書を速やかに提出すること

が求められる。

� パターン３：非営利型→普通法人型

非営利型の一般社団法人又は一般財団法

人が非営利型法人の要件のいずれかを満た

さなくなった場合には，法人税法上の法人

区分は公益法人等から普通法人へ変更とな

る。

上記��のケースとは逆に，課税所得の

範囲の変更は収益事業課税から全所得課税

へ拡大することとなるため，課税所得の計

算において移行日前後の解散及び設立をみ

なして適用する規定は設けられていない

が，その一方で，公益法人等であった期間

において全所得課税が行われてきたことを

想定した場合との平衡をはかるための取扱

いが設けられている。

①　みなし事業年度

「その事業年度開始の日から非営利型法

人の要件のいずれかに該当しないこととな

った日の前日までの期間」及び「非営利型

法人の要件のいずれかに該当しないことと

なった日からその事業年度終了の日までの

期間」が，それぞれ事業年度とみなされる

（法法14二十二，法基通１－２－６�ロ）。

②　累積所得金額又は累積欠損金額の取扱い

非営利型法人の要件のいずれかに該当し

ないこととなった日（以下，移行日）前の

収益事業以外の事業から生じた累積所得金

額又は累積欠損金額に相当する金額を，移

行日の属する事業年度の所得の金額の計算

上，益金の額又は損金の額に算入する（法

法64の４①）。この規定の趣旨は，過去の

公益法人等であった期間において収益事業

以外の事業から生じた所得又は欠損として

課税所得計算の対象外とされてきた累積損

益について，普通法人となった日の属する

事業年度の所得金額又は欠損金額として課

税所得計算に取り込み，将来に向けての課

税関係の変化のみならず，従来から普通法

人として全所得課税が行われてきた場合と

の間の課税の公平を図ることにあると考え

られる。

この場合における累積所得金額又は累積

欠損金額は，移行日における資産の帳簿価

額と負債帳簿価額等（負債の帳簿価額及び

利益積立金額の合計額）の大小によって，

それぞれ次のように計算される（法令131
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の４①）。

③　移行法人である場合の累積所得金額の調整

イ　移行法人

特例民法法人が一般社団法人又は一般財

団法人への移行の認可を受けようとする場

合には，その移行認可時に解散するとした

場合における残余財産相当額について，公

益目的のために支出することによりこれを

ゼロとする公益目的支出計画を作成しなけ

ればならず，この公益目的支出計画にした

がって公益目的財産残額がゼロとなったこ

とについて確認されるまでの間は，認可行

政庁の監督下に置かれることとなる。

このような，特例民法法人から一般社団

法人又は一般財団法人への移行登記をした

法人で，公益目的支出計画の実施の完了に

ついて認可行政庁の確認を受けていないも

のを移行法人という（整備法123・124）。

ロ　累積所得金額の調整

上記②の内国法人が移行法人である場合

には，累積所得金額の計算について公益目

的のために支出される金額である公益目的

財産残額を考慮した調整計算が行われる。

具体的には，次に掲げる金額のうちいずれ

か少ない金額を累積所得金額から控除し，

控除しきれない金額があるときはその金額

を累積欠損金額とみなす（法法64の４③，

法令131の５①三・②）。

この取扱いは，原則として確定申告書に

金額及びその計算に関する明細の記載があ

り，かつ，当該金額を証する書類の添付が

ある場合に限り適用される（法法64の４④

⑤，法規27の16の４②）。

ハ　支出超過額又は収入超過額の取扱い

上記ロの適用を受けた場合には，公益目

的支出計画の実施による公益目的支出の額

と実施事業収入の額（公益目的財産残額の

計算上，公益目的支出の額から控除される

収入）との差額として計算される支出超過

額又は収入超過額については，それぞれ損

金の額又は益金の額に算入されず（法令

131の４⑤⑥⑦），公益目的支出の額につい

ては寄附金の額に該当しないものとされる

（法令131の４⑨）。いずれも，上記ロの適

用において既に課税所得計算から除外され

ているからである。

④　届　出

イ　収益事業を行っていなかった場合

非営利型法人の要件のいずれかに該当し

ないこととなった日以後２月以内に，納税

地，事業の目的その他一定の事項を記載し

た届出書（普通法人又は協同組合等となっ

た旨の届出書）に，次に掲げる書類を添付

し，納税地の所轄税務署長に提出しなけれ

ばならない（法法150②，法規65②）。

・該当することとなった時における貸借対

照表

・定款の写し
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・登記事項証明書

なお，青色申告の承認申請，棚卸資産の

評価方法の選定，減価償却資産の償却方法

の選定等については，その普通法人に該当

することとなった日を基準として，上記３

�②の取扱いと同様の規定が設けられてい

る（法法122②三四，法令29②三・51②三）。

ロ　収益事業を行っていた場合

法人区分が非営利型法人から普通法人へ

と変更が生じたことにつき，異動届出書を

速やかに提出することが求められる。

� パターン４：非営利型法人→公益社団

法人・公益財団法人

非営利型の一般社団法人又は一般財団法

人が行政庁から公益認定を受けて公益社団

法人又は公益財団法人となった場合には，

上記�から�のケースと異なり，公益認定

の前後のいずれにおいても公益法人等に該

当するため，課税所得の範囲について変更

は生じない。この場合には，事業年度及び

届出について，次のように取り扱う。

①　事業年度

「定款で定めた事業年度開始の日から公

益認定を受けた日の前日までの期間」及び

「その公益認定を受けた日からその事業年

度終了の日までの期間」が事業年度とされ

る（法基通１－２－３）。

公益認定を受けた日の属する事業年度に

ついては，これらの期間ごとに分けて計算

書類等を作成することが規定されているが

（公益認定法規則38②），税務上も当該期間

を事業年度と取り扱うことが明らかにされ

ている。

②　届　出

一般社団法人又は一般財団法人が公益認

定を受けて公益社団法人又は公益財団法人

となった場合には，その名称中の一般社団

法人又は一般財団法人の文字をそれぞれ公

益社団法人又は公益財団法人と変更する定

款の変更をしたものとみなされる（公益認

定法９①）。当該名称の変更及び非営利型

法人から公益認定法人に法人区分の異動（※）

があったことについて，異動届出書を速や

かに提出することが求められる。

※ 公益法人等という課税上の法人区分に異

動はないが，異動届出書の記載例において

は非営利型法人と公益認定法人は別個に掲

げられているため，届出事項になると考え

られる。

一般社団法人又は一般財団法人は，他の

一般社団法人又は一般財団法人と合併する

ことができる（一般社団・財団法人法242）。

合併をする法人が一般社団法人のみである

場合には，合併後存続する法人又は合併に

より設立する法人は一般社団法人でなけれ

ばならず，合併をする法人が一般財団法人

のみである場合には，合併後存続する法人

又は合併により設立する法人は一般財団法

人でなければならないが（一般社団・財団

法人法243①），法人税法上の法人区分はこ

の合併の可否に影響を及ぼすものではない。

しかし，普通法人と公益法人等が合併す

る場合においては，被合併法人から合併法

人への承継について，法人区分の変更に類

似する課税関係が生じることとなるから，

次に掲げる規定が設けられている。

７　合併があった場合
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� 普通法人型の一般社団法人又は一般財

団法人が，公益法人等を合併法人とする

適格合併により消滅した場合

合併法人となる公益法人等には，公益社

団法人又は公益財団法人，非営利型の一般

社団法人又は一般財団法人のいずれかが考

えられるが，この場合においては，当該合

併は適格合併に該当しないものとみなし

て，次に掲げる規定を適用する（法法10の

３③，法令14の11③）。
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� 非営利型の一般社団法人又は一般財団

法人が，普通法人型の一般社団法人又は

一般財団法人を合併法人とする適格合併

により消滅した場合

① 合併前累積所得金額又は合併前累積欠損

金額の取扱い

被合併法人の合併前累積所得金額又は合

併前累積欠損金額に相当する金額は，その

適格合併の日の属する事業年度の所得の金

額の計算上，益金の額又は損金の額に算入

される（法法64の４②）。

この場合における合併前累積所得金額又

は合併前累積欠損金額は，被合併法人の適

格合併前の収益事業以外の事業から生じた

所得の金額の累積額又は欠損金額の累積額

として，適格合併により被合併法人から引

継ぎを受けた資産の帳簿価額（「移転資産

帳簿価額」という）と適格合併により被合

併法人から引継ぎを受けた負債の帳簿価額

及びその適格合併に係る利益積立金額の合

計額（「移転負債帳簿価額等」という）と

の大小の場合の区分に応じて，それぞれ次

のように計算される（法令131の４②）。

② 被合併法人が移行法人である場合の合併

前累積所得金額の調整

上記①の場合において被合併法人が移行

法人であるときは，上記６�③の規定に準

じた取扱いが設けられている。すなわち，

被合併法人の適格合併の直前の修正公益目

的財産残額と，適格合併に係る移転資産帳

簿価額から移転負債帳簿価額等を控除した

金額のいずれか少ない金額について，合併

前累積所得金額から控除し，控除しきれな

い金額があるときはその金額を合併前累積

欠損金額とみなす（法法64の４③，法令

131の５①四・②，法規27の16の４①）。

なお，この規定の適用に係る申告要件，

規定適用後における支出超過額又は収入超

過額，公益目的支出の額に係る課税所得計

算上の取扱いについては，上記６�③と同

様である（法法64の４④⑤，法令131の４

⑤⑥⑦⑨，法規27の16の４②）。

一般社団法人又は一般財団法人は，非営

利型法人に該当する場合であっても，別表

第一に掲げる公共法人等には該当しない。

したがって，一般社団法人又は一般財団

法人が支払いを受ける利子配当等について

は，所得税が源泉徴収される。

一般社団法人又は一般財団法人は別表第

三に掲げる法人に該当する。したがって，

一般社団法人又は一般財団法人が，課税仕

入れを行い，又は課税貨物を保税地域から

引き取る場合において，その課税仕入れの

日又は課税貨物の保税地域からの引取りの

日の属する課税期間において特定収入があ

り，かつ，次の算式により計算した特定収

入割合が５％を超える場合には，特定収入

に係る仕入税額控除の特例の規定が適用さ

れる（消法60④，消令75③）。なお，簡易

課税制度の適用を受ける課税期間について

� 消費税の取扱い

� 所得税の取扱い
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は，この規定の適用はない。

〈算式〉

� 均 等 割

一般社団法人及び一般財団法人について

は，最低税率（道府県民税２万円，市町村民

税５万円）で課税される（地法52①・312①）。

� 法人税割

法人税割の課税標準は，法人税法その他

の法人税に関する法令の規定により計算し

た法人税額とされる（地法23①三四・292

①三四）。

したがって，非営利型の一般社団法人及

び一般財団法人については収益事業所得課

税により算出された法人税額が，普通法人

型の一般社団法人及び一般財団法人につい

ては全所得課税により課された法人税額

が，それぞれ課税標準とされる。

法人税の取扱いと同様，非営利型の一般

社団法人又は一般財団法人は収益事業所得

課税により，普通法人型の一般社団法人又

は一般財団法人は全所得課税により，それ

ぞれ課税が行われる（地法72の５①二）。

外形標準課税の適用対象法人及び軽減税

率が適用される特別法人には該当しない

（地法72の２①一ロ・72の24の７⑤）。

２　事 業 税

１　住 民 税

� 住民税及び事業税の取扱い
特定公益増進法人の範囲には，非営利型

の一般社団法人又は一般財団法人は含まれ

ていない（法令77）。したがって，一般社

団法人又は一般財団法人に対する寄附金

は，原則として指定寄附金及び特定公益増

進法人に対する寄附金のいずれにも該当し

ない寄附金（その他の寄附金）として取り

扱われる。

� 寄附金控除

一般社団法人又は一般財団法人に対する

寄附金は特定寄附金には該当しないため，

個人寄附者における所得税及び住民税の計

算上，寄附金控除の適用はない。

� 国等に対して財産を寄附した場合の譲

渡所得等の非課税

①　非課税承認

非営利型の一般社団法人又は一般財団法

人のうち「非営利性が徹底された法人」の

要件を満たすものは「特定一般法人」とし

て，当該規定の適用対象法人とされる。

すなわち，居住者がその有する山林（事

業所得の基因となるものを除く）又は譲渡

所得の基因となる資産を，贈与又は遺贈に

よって法人へ移転した場合に，その移転が

あったときにその移転時の価額に相当する

金額によってその資産の譲渡があったもの

とみなされる「みなし譲渡」の規定（所法

59①一）は，特定一般法人に対する財産

２　個人寄附者

１　法人寄附者

� 法人に対する寄附者の取扱い
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（国外の土地等を除く）の贈与又は遺贈で，

次に掲げる要件を満たすことにつき国税庁

長官の承認を受けたものについては適用さ

れない（措法40①，措令25の17⑤⑥）。

②　承認の取消しと課税措置

上記①の承認後に一定の事実が生じたと

きは，国税庁長官は当該承認を取り消すこ

とができる。この場合には，その取消原因

となった事由に応じ，贈与者若しくは遺贈

者に対して，又は特定一般法人を贈与者若

しくは遺贈者とみなして当該法人に対し

て，それぞれ課税措置が設けられている

（措法40②③，措令25の17⑩⑪⑫⑬⑭⑮）。

③　公益認定を受けた場合

この規定の適用による財産の贈与又は遺

贈を受けた特定一般法人が公益認定を受け

た場合には，その公益認定を受けた日から

１月以内に，一定の事項を記載した書類に，

公益認定を受けたことを証する書類を添付

し，納税地の所轄税務署長を経由して国税

庁長官に提出しなければならない（措法40

⑪，措令25の17⑳）。

④　合併等があった場合

合併，解散，公益目的支出計画により行

われる寄附によって当該財産等を他の公益

法人等に承継等させる場合について，一定

の手続きを要件として非課税承認要件を継

続させる措置が設けられている（措法40⑥

ほか）。

� 国等に対して相続財産を贈与した場合

等の相続税の非課税等

一般社団法人又は一般財団法人について

は，その類型にかかわらず，当該規定の適

用対象法人とはならない（措法70）。
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公益社団法人とは公益認定を受けた一般

社団法人をいい，公益財団法人とは公益認

定を受けた一般財団法人をいう（公益認定

法２一二）。

この公益認定は行政庁により行われる

が，行政庁は次の区分に応じ，内閣総理大

臣又は都道府県知事とされている（公益認

定法３・４）。

� 定　義

新たな公益法人制度においては「法人格

の取得」と「公益性の判断」が分離される

こととなったため，公益社団法人又は公益

財団法人を設立するという手続きは設けら

れていない。一般社団法人又は一般財団法

人として法人格を取得した後に，公益認定

を受けるという手順が求められる。

� 法人区分

公益社団法人及び公益財団法人は，公益

法人等として取り扱われる（法法２六・別

表二）。

� 課税所得の範囲

公益社団法人及び公益財団法人は，各事

業年度の所得の金額のうち収益事業から生

じた所得の金額に対して，各事業年度の所

得に対する法人税が課税される。また，清

算所得に対する法人税は課税されない（法

法７）。

� 収益事業

収益事業の定義は上記§１�１�と同様

であるが，公益社団法人又は公益財団法人

が行う公益目的事業については，法人税法

上の収益事業に該当しないこととされる

（法令５②一）。

公益目的事業とは，学術，技芸，慈善そ

の他の公益に関する一定の種類の事業（公

１　総　則

� 法人税の取扱い

公益社団法人又は公益財団法人は公益法

人等として取り扱われる。現行の社団法人

又は財団法人と比較すると，①公益を目的

とする本来事業が収益事業から除外された

こと，②みなし寄附金の損金算入限度額が

拡大されたこと，③特段の手続きを要する

ことなく特定公益増進法人として取り扱わ

れること，の3点は，法人の公益活動の推

進を税制面からも強く後押ししたものであ

ると考えられる。

ポイント

§２　公益社団法人及び公益財団法人の税務
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益認定法別表に規定）であって不特定多数

の者の利益の増進に寄与するものをいう

（公益認定法２四）。公益社団法人又は公益

財団法人は，公益目的事業を行うことを主

たる目的とすることが公益認定要件として

求められている（公益認定法５一）。

� 税　率

公益社団法人又は公益財団法人について

適用される各事業年度の所得に対する法人

税は，30％の税率で課税される。ただし，

課税所得のうち年800万円以下の金額につ

いては，22％の税率が適用される（法法66

①②）。

公益法人等としての軽減税率（一律22％）

が適用されないのは，収益事業から公益目

的事業が除外されたこと及びみなし寄附金

について公益目的事業への支出額の特例が

設けられたことにより，これらの規定の適

用後の課税所得について税率優遇を行う理

由が乏しくなったからであると考えられる。

公益社団法人又は公益財団法人が新たに

収益事業を開始した場合には，「新たに収

益事業を開始した日から同日の属する事業

年度終了の日までの期間」が事業年度とみ

なされる（法法14二十一）。

収益事業開始届出書の提出義務，青色申

告の承認申請期限その他届出等の提出期限

の取扱いなどは，非営利型の一般社団法人

又は一般財団法人の取扱いと同様である

（上記§１�３を参照）。

２　新たに収益事業を開始した場合

� 制度の概要と趣旨

公益社団法人又は公益財団法人が，収益

事業に属する資産のうちから公益目的事業

のために支出した金額は，寄附金の額とみ

なされる（法法37⑤，法令77の３）。他の

公益法人等が「収益事業以外の事業のため

に支出した金額」と定められるのに対して，

公益社団法人又は公益財団法人の場合には

支出先が公益目的事業と定められている。

収益事業から公益目的事業に対する支出

は，同一法人間で行われる内部振替であっ

て寄附金としての性格を有するものではな

いが，公益社団法人又は公益財団法人が収

益事業を行うのは，その事業から生ずる利

益を公益目的事業に充てるためであること

から，このような内部振替を寄附金とみな

すことにより収益事業に係る所得計算にお

ける一定金額の損金算入が認められている。

� 寄附金の損金算入限度額

①　原　則

公益社団法人又は公益財団法人が収益事

業から支出した寄附金に係る損金算入限度

額は，収益事業に係る寄附金支出前の所得

金額（別表四仮計）の50％とされる。なお，

特定公益増進法人に対する寄附金の特別損

金算入限度額の取扱いは適用されない（法

法37④）。

②　特　例

公益社団法人又は公益財団法人の各事業

年度においてみなし寄附金額がある場合に

おいて，その事業年度の公益法人特別限度

額が上記①の損金算入限度額を超えるとき

は，公益法人特別限度額に相当する金額を

３　みなし寄附金
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もって損金算入限度額とされる（法令73の

２①）。

公益法人特別限度額とは，その事業年度

のその公益目的事業の実施のために必要な

金額（みなし寄附金額を限度）をいう。そ

の具体的な計算方法は，次表のように，ａ．

公益目的事業にかかる経常収支，ｂ．特定

費用準備資金，ｃ．公益資産取得資金，ｄ．

公益目的保有財産，ｅ．公益目的事業への

繰入金，の５つの要素について，その支

出・費用から収入・収益を控除した不足分

を求めるように定められている（法規22の

６）。すなわちこの取扱いは，公益目的事

業の実施に係る不足額を補填するために収

益事業から生じた所得から支出する金額に

ついて，その全額が損金算入できるように

設けられたものと考えられる。

なお，この公益法人特別限度額に関する

規定は，確定申告書に公益法人特別限度額

とその計算に関する明細の記載がある場合

に限り適用され，公益社団法人又は公益財

団法人に該当するかどうかの判定は，事業

年度終了の時において行われる（法令73の

２②③）。

公益社団法人又は公益財団法人が収益事

業を行っている場合には，確定申告書の提

出義務がある。なお，普通法人でないため

中間申告についての規定は適用されない。

収益事業を行っていない場合には，確定

申告書の提出義務はない。ただし，事業年

度の収入金額の合計額が8,000万円を超える

ときは，損益計算書の提出義務がある。

これらの取扱いは，非営利型の一般社団

法人又は一般財団法人の取扱いと同様であ

る（上記§１�５�参照）。

公益社団法人又は公益財団法人について

公益認定の取消処分があった場合には，そ

の取消処分があった日以後においては，一

般社団法人又は一般財団法人に該当するこ

ととなる。

この場合には，当該法人が非営利型法人

に該当するか否かにより，それぞれ次のよ

うに取り扱われる。

� 非営利型の一般社団法人又は一般財団

法人に該当する場合

公益認定の取消し前後のいずれにおいて

も公益法人等に該当するため，課税関係に

変化は生じない。この場合には，事業年度

及び届出について，次のように取り扱う。

①　事業年度

「定款で定めた事業年度開始の日から公

益認定の取消しの日の前日までの期間」及

び「その公益認定の取消しの日からその事

業年度終了の日までの期間」が，それぞれ

事業年度とされる（法基通１－２－３）。

５　公益認定の取消し

４　申 告 等
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公益認定法人又は公益社団法人が公益認

定の取消処分を受けた場合には，これらの

期間ごとに計算書類等を作成することが規

定されており（公益認定法規則50の２①），

税務上も当該期間を事業年度と取り扱うこ

とが明らかにされている。

②　届　出

公益認定の取消しの処分を受けた公益認

定法人又は公益社団法人は，その名称中の

公益社団法人又は公益財団法人という文字

をそれぞれ一般社団法人又は一般財団法人

と変更する定款の変更をしたものとみなさ

れる（公益認定法29⑤）。当該名称の変更，

及び公益認定法人から非営利型法人に法人

区分の異動（※）があったことについて，異

動届出書を速やかに提出することが求めら

れる。

※ 公益法人等という法人区分に異動はない

が，異動届出書の記載例においては公益認

定法人と非営利型法人は別個に掲げられて

いるため届出事項になると考えられる。

� 普通法人型の一般社団法人又は一般財

団法人に該当する場合

公益認定の取消し後は普通法人に該当す

るため，課税関係に変化が生じることとな

る。すなわち，公益社団法人又は公益財団

法人についての各事業年度の所得に対する

法人税は収益事業から生じた所得について

課税されたのに対し，普通法人型の一般社

団法人又は一般財団法人については，全て

の所得について課税される。このような課

税関係の変化に対応させるため，次の規定

が設けられている。

①　みなし事業年度

「その事業年度開始の日から公益認定の

取消しの日の前日までの期間」及び「公益

認定の取消しの日からその事業年度終了の

日までの期間」がそれぞれ事業年度とみな

される（法法14二十二，法基通１－２－６

�イ）。

（計算書類等の作成についての規定は上

記�①と同様であることから，通常の事業

年度とも一致すると考えられる。）

②　累積所得金額又は累積欠損金額の取扱い

公益認定の取消しにより普通法人に該当

することとなった日（以下，移行日）前の

収益事業以外の事業から生じた累積所得金

額又は累積欠損金額に相当する金額を，移

行日の属する事業年度の所得の金額の計算

上，益金の額又は損金の額に算入する（法

法64の４①）。

この取扱いは，非営利型の一般社団法人

又は一般財団法人が非営利型法人の要件の

いずれかを満たさなくなった場合と同様で

ある（上記§１�６�②を参照）。

③　累積所得金額又は累積欠損金額の調整

公益社団法人又は公益財団法人が保有す

る公益目的取得財産は，公益事業目的のた

めに用いられるべきものであるから，公益

認定の取消しを受けた場合にこれを引き続

き保有することは認められない。公益認定

の取消しがあった場合には，当該取消しの

日から１か月以内に公益目的取得財産残額

に相当する財産を類似の事業を目的とする

他の公益法人等に贈与する旨を定款で定め

ることが公益認定要件として求められてお

り（公益認定法５十七），当該贈与が期限

までに行われなかった場合には，行政庁の

区分に応じて，国又は都道府県を相手方と

する書面による贈与契約が成立したものと

みなされる（公益認定法30）。
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この贈与による支出の部分は，公益目的

のために法人から社外流出することが明ら

かであるから，普通法人への移行時に課税

所得計算に織り込まなくても課税の公平を

害するものではない。そこで，累積所得金

額又は累積欠損金額の計算においては，公

益目的取得財産残額に相当する金額を累積

所得金額から控除し（控除しきれない金額

は累積欠損金額とみなす），又は累積欠損

金額に加算する特例が設けられている（法

法64の４③，法令131の５①一・②③）。累

積欠損金額についての調整も行われる点が

移行法人のケース（上記§１�６�③ロ）

と異なる。

この取扱いは，原則として確定申告書に

金額及びその計算に関する明細の記載があ

り，かつ，当該金額を証する書類の添付が

ある場合に限り適用される（法法64の４④

⑤，法規27の16の４②）。

この場合において，当該財産の贈与に係

る契約（成立したとみなされる場合の契約

を含む）により金銭その他の資産の贈与に

より生じた損失の額は，各事業年度の所得

の金額の計算上損金の額に算入されず，寄

附金の額にも該当しないものとされる（法

令131の４④⑨）。

④　届　出

イ　収益事業を行っていなかった場合

その公益認定の取消しを受けた日以後２

月以内に，普通法人又は協同組合等となっ

た旨の届出書に一定の書類を添付し，納税

地の所轄税務署長に提出しなければならな

い（法法150②，法規65②）。

また，青色申告の承認申請，棚卸資産の

評価方法の選定，減価償却資産の償却方法

の選定等の期限については，その普通法人

に該当することとなった日を基準とする一

定の取扱いが設けられている（法法122②

三四，法令29②三・51②三）。

これらは，収益事業を行っていない非営

利型の一般社団法人又は一般財団法人が非

営利型法人の要件のいずれかを満たさなく

なった場合と同様である（上記§１�６�

④イを参照）。

ロ　収益事業を行っていた場合

公益認定の取消しの処分を受けた公益認

定法人又は公益社団法人は，その名称中の

公益社団法人又は公益財団法人という文字

をそれぞれ一般社団法人又は一般財団法人

と変更する定款の変更をしたものとみなさ

れるが（公益認定法29⑤），当該名称の変

更，及び法人区分が非営利型法人から普通

法人へと変更が生じたことにつき，異動届

出書を速やかに提出することが求められる。

公益社団法人又は公益財団法人は，他の

公益社団法人又は公益財団法人，一般社団

法人又は一般財団法人と合併することがで

きるが，公益社団法人又は公益財団法人が

普通法人型の一般社団法人又は一般財団法

人との適格合併により消滅した場合には，

被合併法人の合併前累積所得金額又は合併

前累積欠損金額に相当する金額は，その適

格合併の日の属する事業年度の所得の金額

の計算上，益金の額又は損金の額に算入さ

れる（法法64の４②）。

この合併前累積所得金額又は合併前累積

欠損金額については，上記５�③の規定に

準じた取扱いが設けられている。すなわち，

被合併法人の適格合併の直前の公益目的取

得財産残額に相当する金額について，合併

６　合併があった場合
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前累積所得金額から控除し（控除しきれな

い金額は合併前累積欠損金額とみなす），

又は合併前累積欠損金額に加算する特例が

設けられている（法法64の４③，法令131

の５①二・②③）。合併前累積欠損金額に

ついての調整も行われる点が移行法人のケ

ース（上記§１�７�②）と異なる。

なお，この規定の適用に係る申告要件，

適用後における当該財産の贈与により生じ

た損失の額に係る課税所得計算上の取扱い

については，上記５�③と同様である（法

法64の４④⑤，法令131の４④⑨，法規27

の16の４②）。

公益社団法人又は公益財団法人は，別表

第一に掲げる公共法人等に該当する。した

がって，その支払いを受ける利子配当等に

� 所得税の取扱い

ついては，所得税は源泉徴収されない（所

法11・別表一）。

公益社団法人又は公益財団法人は別表第

三に掲げる法人に該当する。したがって，

一般社団法人又は一般財団法人と同様に，

簡易課税制度の適用を受ける課税期間を除

き，特定収入に係る仕入税額控除の特例の

規定が適用される（消法60④，消令75③）。

� 均 等 割

公益社団法人又は公益財団法人について

は，最低税率（道府県民税２万円，市町村

民税５万円）で課税される（地法52①・

312①）。ただし，博物館の設置又は学術の

研究を目的とする公益社団法人又は公益財

団法人が収益事業を行わない場合には，非

課税とされる（地法25①二・296①二）。

なお，収益事業を行わない公益法人等に

ついては，条例による均等割の免除申請制

度を設けている自治体もあり，今後の取扱

いが注目される。

� 法人税割

公益社団法人又は公益財団法人について

は，収益事業所得課税により算出された法

人税額が課税標準とされる（地法23①三

四・292①三四）。

１　住 民 税

� 住民税及び事業税の取扱い

� 消費税の取扱い
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公益社団法人又は公益財団法人について

は，法人税の取扱いと同様，収益事業所得

課税により課税が行われる。なお，外形標

準課税の適用対象法人及び軽減税率が適用

される特別法人には該当しない（地法72の

24の７⑤）。

公益社団法人又は公益財団法人に対する

寄附金は，特定公益増進法人に対する寄附

金に該当し，寄附金の損金算入限度額の計

算にあたっては，一般の損金算入限度額と

は別枠の特別損金算入限度額による損金算

入が認められる。ただし，みなし寄附金の

適用のある公益法人等については適用され

ない（法令77）。

特別損金算入限度額は，法人の種別に応

じて次の表のとおりに計算される（法令77

の２，法規22の５・23の３）。

１　法人寄附者

� 法人に対する寄附者の取扱い

２　事 業 税

なお，当該寄附金が一定の要件を満たす

と認められることについて財務大臣が指定

した寄附金である場合には指定寄附金に該

当するため，上記の損金算入限度計算にか

かわらずその支出額の全額が損金の額に算

入される（法法37③，法令76）。

� 寄附金控除

①　所 得 税

公益社団法人又は公益財団法人に対する

寄附金は特定寄附金に該当する。したがっ

て，個人寄附者の所得税において寄附金控

除（所得控除）の対象となる。

控除額は，次の算式により計算される

（所法78②，所令217三）。

②　住 民 税

公益社団法人又は公益財団法人に対する

寄附金で，都道府県又は市区町村が住民の

福祉の増進に寄与する寄附金として条例で

定めるものについては，住民税（道府県民

税，市町村民税）において寄附金控除（税

額控除）の対象となる（地法37の２①・

314の７①）。

控除額は次の算式により計算される。
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イ．都道府県指定の場合

ロ．市区町村指定の場合

※ 都道府県と市区町村両方の指定の場合に

は計10％が控除額となる。

� 国等に対して財産を寄附した場合の譲

渡所得等の非課税

公益社団法人又は公益財団法人は，特定

一般法人と同様に当該規定の適用対象法人

とされる（取扱いは§１�２�を参照）。

なお，この規定の適用による財産の贈与

又は遺贈を受けた公益社団法人又は公益財

団法人が公益認定の取消しの処分を受けた

場合には，その処分を受けた日から１月以

内に，一定の事項を記載した書類に公益認

定の取消処分を受けたことを証する書類等

を添えて，納税地の所轄税務署長を経由し

������������������

������������������

て国税庁長官に提出しなければならない

（措令25の17�）。この場合において，公益

目的取得財産残額に相当する額の財産を他

の公益法人等への贈与するときは，一定の

手続きを要件として当該財産に係る非課税

承認要件を継続させる措置が設けられてい

る（措法40⑧，措令25の17⑲）。

� 国等に対して相続財産を贈与した場合

等の相続税の非課税等

相続又は遺贈により財産を取得した者が，

当該取得した財産をその取得後当該相続又

は遺贈に係る確定申告書の提出期限までに，

公益社団法人又は公益財団法人に贈与をし

た場合には，当該贈与により当該贈与をし

た者又はその親族その他これらの者と特別

の関係がある者の相続税又は贈与税の負担

が不当に減少する結果となると認められる

場合を除き，当該贈与をした財産の価額は，

当該相続又は遺贈に係る相続税の課税価格

の計算の基礎に算入されない（措法70）。

� 特例民法法人

民法第34条の規定により設立された社団

法人及び財団法人は，公益法人制度改革関

連３法が施行される平成20年12月１日以降

� 定　義

現行の社団法人又は財団法人についての

課税関係は，新制度に基づく法人への移行

登記が完了するまでの間は，基本的には経

過措置により従前の取扱いが継続される。

したがって，ポイントとなるのは移行時及

び移行後の取扱い，並びにこれらを踏まえ

た移行タイミングの決定にあると考えられ

る。公益目的事業となる事業が現在は収益

事業に該当して課税所得が発生していると

きは，速やかな公益認定は法人所得課税を

軽減できるが，その逆に欠損金額が発生し

て，しかも他の収益事業の所得と相殺され

る状況なら，その結果も逆となる。

ポイント

§３　特例民法法人の税務
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において，一般社団・財団法人法に定める

一般社団法人及び一般財団法人として存続

する。これらの法人で，新制度の法人であ

る公益社団法人若しくは一般社団法人，公

益財団法人若しくは一般財団法人への移行

登記を行っていないものを，それぞれ特例

社団法人又は特例財団法人といい，これら

を総称して特例民法法人という。

特例民法法人は，移行期間である平成20

年12月１日から平成25年11月30日までの間

に，公益社団法人若しくは公益財団法人へ

の移行認定の申請，又は一般社団法人若し

くは一般財団法人への移行認可の申請を行

い，新制度の法人へ移行することができる

（整備法44・45）。移行期間内に当該認定又

は認可を受けなかった特例民法法人は，そ

の移行期間満了日において解散したものと

みなされる（認定又は認可に係る申請があ

った場合で，同日までに当該申請に係る処

分がされないものを除く）（整備法46）。

特例民法法人は，移行期間中においては

従来どおり「社団法人」「財団法人」の名

称を用いることが可能であり，新制度の法

人への移行が完了するまでの間は，引き続

き従来の所管官庁（旧主務官庁）による監

督が行われるなど，実質的な取扱いは現行

と同様である。

� 認可取消社団法人，認可取消財団法人

特例民法法人が，一般社団法人又は一般

財団法人への移行申請をして認可を受けた

場合において，偽りその他不正の手段によ

って認可を受けたものであるときは，認可

行政庁からその認可を取り消される。この

認可取消処分を受けた移行申請法人につい

ても，法律上は特例民法法人とみなして取

り扱われる（整備法131）。

ただし，法人税法上の取扱いは，これら

の特例民法法人を認可取消社団法人又は認

可取消財団法人としてその他の特例民法法

人と区分し，取消処分が行われる前の一般

社団法人又は一般財団法人の課税関係を引

続き適用することとしている。

整備法におけるこのような位置づけか

ら，実際にこれらの法人が想定されるケー

スは稀であると考えられる。そこで本稿に

おいては，認可取消社団法人又は認可取消

財団法人を含まない特例民法法人について

の取扱いについて述べるものとする。

� 法人区分

現行の社団法人又は財団法人は別表第二

に掲げる公益法人等として取り扱われてい

るが，特例民法法人についても経過措置に

より公益法人等とみなされ，現行の公益法

人等としての取扱いが継続される（法法２

六，平成20年法法附則10①）。

� 課税所得の範囲

各事業年度の所得の金額のうち収益事業

から生じた所得の金額に対して，各事業年

度の所得に対する法人税が課税される。ま

た，清算所得に対する法人税は課税されな

い（法法７）。

� 収益事業

収益事業の定義は上記§１�１�と同様

である。なお，現行の社団法人又は財団法

１　総　則

� 法人税の取扱い
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人について定められている物品販売業，不

動産販売業，不動産貸付業，医療保険業に

係る一定の収益事業除外規定については，

特例民法法人を公益社団法人又は公益財団

法人とみなして従前の取扱いを継続するな

どの一定の措置が設けられる（平成20年法

令附則４②ほか）。

� 税　率

各事業年度の所得に対する法人税は，一

律22％の税率で課税される（法法66③）。

特例民法法人が，収益事業に属する資産

のうちから収益事業以外の事業に支出した

金額は，寄附金の額とみなされる（法法37⑤）。

寄附金の損金算入限度額は，収益事業に

係る寄附金支出前の所得金額（別表四仮計）

の20％であるが，特定公益増進法人に対す

る寄附金に係る損金算入限度額の計算規定

（特別損金算入限度額）の適用はない。こ

の取扱いは，現行の社団法人又は財団法人

と同様である。

特例民法法人が収益事業を行っている場

合には，確定申告書の提出義務がある。な

お，普通法人でないため中間申告について

の規定は適用されない。

収益事業を行っていない場合には，確定

申告書の提出義務はない。ただし，事業年

度の収入金額の合計額が8,000万円を超える

ときは，収支計算書又は損益計算書の提出

義務がある。

これらの取扱いについては，現行の社団

法人又は財団法人と同様である。

３　申 告 等

２　みなし寄附金

� 公益社団法人又は公益財団法人へ移行

した場合

特例民法法人が行政庁から公益社団法人

又は公益財団法人への移行の認定を受けた

ときは，その主たる事務所の所在地におい

ては２週間以内に，その従たる事務所の所

在地においては３週間以内に，特例民法法

人については解散の登記をし，名称の変更

後の公益社団法人又は公益財団法人につい

て設立の登記が行われる（整備法106）。

この場合には，事業年度及び届出につい

て，次のように取り扱う。

①　事業年度

「その事業年度開始の日から移行の登記

をした日の前日までの期間」及び「その移

行の登記をした日からその事業年度終了の

日までの期間」をそれぞれ事業年度として

取り扱う（法基通　経過的取扱い�）。

公益社団法人又は公益財団法人への移行

の認定の申請をする特例民法法人は，計算

書類（貸借対照表及び損益計算書）等の作成

にあたって事業年度を設けなければならず，

移行の登記をしたときは，当該登記をした日

の前日を事業年度の末日とするよう定めるも

のとされている（整備法60①，整備法規則２）。

②　届　出

公益社団法人又は公益財団法人への名称

変更，及び特例民法法人から公益認定法人

への法人区分の変更について，異動届出書

を速やかに提出することが求められる。

� 非営利型の一般社団法人又は一般財団

法人へ移行した場合

特例民法法人が行政庁の認可を受けて一

４　新制度の法人への移行



●特別企画：制度の概要から改正通達までフォロー！ 新公益法人税制の実務ポイント

税務弘報 2008. 10� 133

般社団法人若しくは一般財団法人への移行

をした場合において，非営利型法人の要件

のすべてを満たす場合には，移行認可の前

後のいずれにおいても公益法人等に該当

し，課税所得の範囲に変更は生じない。

この場合には，事業年度及び届出につい

て，次のように取り扱う。

①　事業年度

「その事業年度開始の日から移行の登記

をした日の前日までの期間」及び「その移

行の登記をした日からその事業年度終了の

日までの期間」をそれぞれ事業年度として

取り扱う（法基通　経過的取扱い�）。

一般社団法人又は一般財団法人への移行

の認可の申請をする特例民法法人について

も，公益社団法人又は公益財団法人への移

行の認定の申請をする場合と同様の計算書

類等の作成に関する取扱いが設けられてい

る（整備法60①，整備法規則２）。

②　届　出

一般社団法人又は一般財団法人への名称

変更，及び特例民法法人から非営利型法人

への法人区分の変更について，異動届出書

を速やかに提出することが求められる。

� 普通法人型の一般社団法人又は一般財

団法人へ移行した場合

特例民法法人が行政庁の認可を受けて一

般社団法人若しくは一般財団法人への移行

をした場合において，非営利型法人の要件

のいずれかを満たさないときは，移行認可

後は普通法人に該当するため，課税関係に

変化が生じることとなる。

すなわち，特例民法法人は収益事業から

生じた所得についてのみ各事業年度の所得

に対する法人税が課税されるが，普通法人

型の一般社団法人又は一般財団法人は，全

ての所得について課税される。

このような課税関係の変化に対応させる

ため，次の規定が設けられている。

①　事業年度

上記�①と同様である。

②　累積所得金額又は累積欠損金額の取扱い

その普通法人に該当することとなった日

（以下，移行日）前の収益事業以外の事業

から生じた累積所得金額又は累積欠損金額

に相当する金額を，移行日の属する事業年

度の所得の金額の計算上，益金の額又は損

金の額に算入する。

この取扱いは，上記§１�６�②と同様

である。

③　移行法人に係る累積所得金額の調整

特例民法法人が普通法人である移行法人

に該当することとなった場合には，非営利

型の一般社団法人又は一般財団法人で移行

法人であるものが普通法人に該当する場合

と同様に，累積所得金額の計算について公

益目的財産残額を考慮した調整計算が行わ

れるものと考えられる（法法64の４①③ほか）。

④　届　出

イ　収益事業を行っていなかった場合

その移行の登記をした日から２月以内

に，普通法人又は協同組合等となった旨の

届出書に一定の書類を添付し，納税地の所

轄税務署長に提出しなければならない（法

法150②，法規65②）。

また，青色申告の承認申請，棚卸資産の

評価方法の選定，減価償却資産の償却方法

の選定等の期限については，移行の登記を

した日を基準とする一定の取扱いが設けら

れている（法法122②三四，法令29②三・

51②三）。
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これらは，収益事業を行っていない非営

利型の一般社団法人又は一般財団法人が非

営利型法人の要件のいずれかを満たさなく

なった場合と同様である（上記§１�６�

④イを参照）。

ロ　収益事業を行っていた場合

一般社団法人又は一般財団法人への名称

変更，及び特例民法法人から非営利型法人

への法人区分の変更について，異動届出書

を速やかに提出することが求められる。

特例民法法人は，他の特例民法法人を相

手方とする吸収合併のみ行うことができる

（整備法66，一般社団・財団法人法242）。

新制度の法人である一般社団法人又は一

般財団法人を相手方とする合併はできない

ことから，上記§１�７及び§２�６で掲

げた法人区分の異なる合併についての規定

が適用されるケースはないと考えられる。

現行の社団法人又は財団法人は別表第一

に掲げる公共法人等として取り扱われてい

るが，特例民法法人についても経過措置に

より公共法人等とみなされる（平成20年所

法附則８）。

したがって，特例民法法人がその支払い

を受ける利子配当等については，現行の取

扱いと同様，所得税は源泉徴収されない

（所法11）。

特例民法法人は，現行の社団法人又は財

� 消費税法上の取扱い

� 所得税の取扱い

５　合併があった場合

団法人の取扱いと同様，別表第三に掲げる

法人に該当する（平成20年消法附則28）。

したがって，特例民法法人についても，

簡易課税制度の適用を受ける課税期間を除

き，特定収入に係る仕入税額控除の特例の

規定が適用される（消法60④，消令75③）。

� 均 等 割

特例民法法人については，従来と同様，

最低税率（県民税２万円，市町村民税５万

円）で課税される（地法52①，312①）。

なお，収益事業を行わない公益法人等に

ついては条例による均等割の免除申請制度

を設けている自治体もあり，当該制度の適

用を受けている社団法人又は財団法人も多

いと思われることから，今後の取扱いが注

目される。

� 法人税割

特例民法法人については，現行の社団法

人又は財団法人と同様，収益事業所得課税

により算出された法人税額が課税標準とさ

れる（地法23①三四・292①三四）。

法人税の取扱いと同様，収益事業所得課

税により課税が行われる。なお，外形標準

課税の適用対象法人及び軽減税率が適用さ

れる特別法人には該当しない（地法72の24

の７⑤）。

２　事 業 税

１　住 民 税

� 住民税及び事業税の取扱い



●特別企画：制度の概要から改正通達までフォロー！ 新公益法人税制の実務ポイント

税務弘報 2008. 10� 135

社団法人又は財団法人で一定の要件を満

たすものが主務大臣から認定を受けること

により特定公益増進法人に該当することと

なる規定は削除されることとなるが（法令

77①二・三），経過措置によりこれらの法

人については新制度の法人へ移行登記日ま

での間は従前の規定が効力を有する（平成

20年法令附則12②）。

したがって，特例民法法人については，

従前どおり主務大臣から特定公益増進法人

の認定を受けることが可能であり，当該認

定を受けた法人に対して支出される寄附金

については特定公益増進法人に対する寄附

金に該当する（特別損金算入限度額の計算

は，上記§２�１を参照）。

� 寄附金控除

特例民法法人で特定公益増進法人の認定

を受けているものに対する寄附金は特定寄

附金に該当し，個人寄附者の所得税におい

ては寄附金控除の適用がある（所法78②，

平成20年所令附則13②）。

よって，住民税においても，都道府県又

は市区町村が住民の福祉の増進に寄与する

寄附金として条例で定めるものに該当する

ものについては，寄附金控除（税額控除）

の対象になると考えられる（地法37の２

①・314の７①）。

（それぞれの控除額の計算は，上記§２

�２�を参照。）

２　個人寄附者

１　法人寄附者

� 法人に対する寄附者の取扱い
� 国等に対して財産を寄附した場合の譲

渡所得等の非課税

現行の社団法人又は財団法人の取扱いを

受けて，特例民法法人についても当該規定

の適用対象法人に該当するものとする経過

措置が設けられている（措法40①，平成20年

措法附則50③）（取扱いは§１�２�を参照）。

なお，この規定の適用による財産の贈与

又は遺贈を受けた特例民法法人が，公益社

団法人又は公益財団法人の移行認定を受け

た場合又は一般社団法人又は一般財団法人

への移行認可を受けた場合には，当該認定

又は認可を受けた日から１月以内に，一定

の事項を記載した書類に認定又は認可を受

けたことを証する書類等を添付して，納税

地の所轄税務署長を経由して国税庁長官に

提出しなければならない（平成20年措法附

則50③，平成20年措令附則30①②）。

� 国等に対して相続財産を贈与した場合

等の相続税の非課税等

特定の事業を目的とする社団法人又は財

団法人で，適正な運営がなされていること

その他一定の要件を満たすことにつき主務

官庁の認定を受け，かつ，当該認定期間を

経過していないものについては，当該規定

の適用対象法人とされている。

これらの社団法人又は財団法人について

は，新制度の法人への移行登記日までの間

は引き続き適用対象法人とする経過措置が

設けられるほか，新制度の法人への移行に

際して移行法人となった場合についても，

当該財産を公益目的支出計画に定めたとこ

ろに従って公益目的事業の用に供している

場合等については，適用除外事由に該当し

ないこととされる（平成20年措令附則57）。


